


 

 

「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり推進会議」の取組課題について 

 

１ これまでの経緯 

前回の調整委員会（令和７年１２月開催）において、デジタル化の普及に伴う障害のある人へ

の影響調査の結果、デジタル技術の普及により、日常生活や社会生活が便利になった一方で、

デジタル機器の操作が必要になった影響等による社会的障壁があることがわかったことなどを 

報告した。 

これを受け、調整委員会では、「デジタル社会の進展に伴う障害のある人への配慮」について、

課題の解消に向けて取り組んでいく必要があるとの判断のもと、推進会議で取り上げる新たな 

取組課題として承認した。 

 

２ デジタル技術の普及に伴う障害のある人への影響の例（前回の調整委員会の資料より抜粋） 

・ネット銀行やネットショッピング等のアクセシビリティの対応が不十分である。【視覚】 

・スーパーは無人レジが多く、有人レジでも支払いは機械を使って自分で行うため、困った。【視覚】 

・選択ボタンが画像やイラストになっていることがあり、見つけられない。（スクリーンリーダは、画像やイラストを

読み上げない）。【視覚】 

・音声対応されていない機器がある。【視覚】 

・キャッシュレスお買い物キャンペーンや施設利用申請手続き等がデジタル対応のみで困った。【視覚】 

・コンビニ設置の自動交付機が利用できず、窓口を利用するも窓口料金の方が高く不平等と感じる。【視覚】 

・ZOOMなどを使用した映像配信に字幕がついていない。【聴覚】 

・配膳ロボットは、テーブルに食事を置いてはくれないため、不便である。【肢体】 

・デジタル機器の不具合が起きた際に、対処方法がわからず対処できない。【知的】 

・精神障害のある金銭感覚がない人がチャージ型のスマホ決済を使用し、お金を使いすぎてしまう【精神】。 

・有人窓口が減っているが、障害者割引切符は対人で割引してもらう必要がある。【全体】 

 

 

  



 

３ デジタル技術の普及に伴う障害のある人への影響と、障害者条例における差別の８分野の関係 

障害者条例では、差別の分野として、①福祉サービス、②医療、③商品及びサービスの提供、

④労働者の雇用、⑤教育、⑥建物等及び公共交通機関、⑦不動産の取引、⑧情報の提供等の  

８分野を規定している。 

デジタル化の普及に伴う障害のある人への影響調査によれば、日ごろの生活に欠かせない、

スーパー、飲食店、金融機関等の利用の場面で影響が出ているとの声が多くあった。これは、 

差別の８分野で見ると、「③商品及びサービスの提供」の分野に該当するものである。 

 

※デジタル化の普及に伴う影響は主として「⑧情報の提供等」に該当するが、デジタル化が進展している現在

では、「⑧情報の提供等」の分野だけの課題と捉えるよりも、他の７分野のあらゆる場面でベースとなる課題と

捉えるのが適切であり、①～⑦の分野に即して課題の解消に向けた取組を推進していくことが効果的である。 

 

４ 推進会議に向けた対応方針 

上記の状況を踏まえ、県としては、まず初めに「③商品及びサービスの提供」の分野における

「デジタル社会の進展に伴う障害のある人への配慮」について検討を進めることとしたい。 

具体的には、「③商品及びサービスの提供」の分野における現状や課題等について推進会議に

報告した上で、推進会議に参画していただいている事業者をはじめとする各事業者において、  

現在の取組や今後の取組の方向性等について考えるきっかけとしていただくこととしたい。 

さらに、事業者による優れた取組については、できるだけ多くの事業者や県民に知っていただけ

るよう、県としても、事業者と連携し、効果的な周知方法について検討を深めつつ、様々な機会を

通じて広く周知を図ってまいりたい。 
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障害のある方のほか、幅広く事業者の皆様にもご参加いただき、目や耳の  

不自由な方に情報提供する場合の配慮の仕方など、個別の相談では解決が困難

な課題について、解決に向けた取組みを話し合い、その成果を幅広く県内へ発信

します。 

 

 

 

 ・障害のある人及びその支援を行う人 

 ・福祉サービス、医療、情報提供、商品・サービスの提供、労働者の雇用、    

教育、建物等及び公共交通機関、不動産取引の各分野における事業者 

 ・障害者施策又は人権擁護に関する知識を有する人 

 ・県の職員 

 

 

 

 

① 調整委員会からの課題提起 

「障害のある人の相談に関する調整委員会」から、個別の差別事案解決の仕組

みでは解決が困難な課題を「推進会議」に投げかけていただきます。 

↓ 

② 取組み方針の決定と普及啓発 

推進会議では課題への取組み方針を協議、決定するとともに、その実施につい

て各方面に働きかけます。また、その取組みについて、広く県民に普及・啓発

します。 

 

 

 

 

 

  

２ 委員構成 

「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」
による「推進会議」について 

１ 誰もが暮らしやすい社会づくりを議論する仕組み 

３ 会議の進め方 
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調整委員会が建議した課題 

（平成２１年１１月２４日決定） 

 

 
障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり推進会議運営要綱 
 
（所掌事項） 

第４条 推進会議は、次の各号に掲げる事項について協議し、取組方針を決定する。 
（１）制度や習慣、慣行などが背景にあって構造的に繰り返される差別に係る問題など、

条例第２章第３節による個別の差別事案解決の仕組みでは解決が困難な事項 
（２）障害のある人に対する理解を広げ、差別をなくすための具体的な取組み及びその発

信に関する事項 
（３）その他条例第２９条第１項に規定する目的を達成するために必要な事項 
 
（調整委員会との関係） 

第６条 推進会議は、千葉県行政組織条例（昭和３２年千葉県条例第３１号）に基づき設置

された「千葉県障害のある人の相談に関する調整委員会」（以下「調整委員会」という。）

が第４条各号の一に該当する事項で推進会議において協議することが適当であると知事に

建議した課題等を協議するものとする。 

 

 

 

番号 課 題 名 

１ コミュニケーションに障害のある人に対する情報提供の配慮 

２ 障害者用駐車スペースの適正な利用 

３
病院や飲食店等における身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）

の受入れ 

４ 預金の引出し等を行う際の金融機関の配慮 

５ 障害の状況に応じた職場での配慮 

６ 障害のある人が使えるトイレの設置推進 

７ 障害のある人に対する不動産の賃貸 

８ 店舗での買い物と移動の介助 

９ 音響式信号機の音声誘導ルール 

１０ 保育所等における障害児への配慮 

１１ 学校における発達障害、知的障害のある子に対する教育上の配慮 

１２ サービス提供に当たっての安全確保 

１３ 建物等のバリアフリー化の推進 

資料９－２ 










